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Ⅰ 法人の概況 

 

 １．設立年月日 

   昭和３８年１１月１日 

 

 ２．定款に定める目的 

    この法人は、埼玉県内の経済・産業動向、企業経営及び地域の活性化に関する調査 

   研究並びに総合的な情報収集を行ない、経済活動全般に対する適切な情報提供と積極 

   的な支援活動を通じて、地域経済・地域産業の振興と健全な発展に寄与することを目 

   的とする。 

 

 ３．定款に定める事業内容 

   （１）各種アンケート調査・予測調査・産業動向調査・分析調査・地域の産業経済に 

関する調査及びこれらに付随する研究 

   （２）埼玉県・県内市町村・関連機関などからの受託調査を中心とした地域研究 

   （３）大学などとの連携による新技術・新製品開発などを支援する産学交流事業 

   （４）埼玉県・県内市町村・関連機関などからの受託事業を通じた企業支援業務 

   （５）各種セミナー・研修会・シンポジウムなど講演会の開催 

   （６）経済情報誌の企画・編集 

   （７）その他この法人の目的を達成するために必要な事業 

 

 ４．会員の状況 

    該当なし 

 

 ５．主たる事務所・従たる事務所の状況 

  ［主たる事務所］ 

   埼玉県さいたま市浦和区高砂２丁目９番１５号 埼玉りそな銀行浦和中央ビル２階 

 

  ［従たる事務所］ 

   なし 
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 ６．評議員に関する事項 

役 職 氏 名 現 職 

評議員 都筑 信 元埼玉県副知事、医療法人財団新生会 評議員 

評議員 坂井 貴文 国立大学法人埼玉大学 学長 

評議員 中野 真治 AGS 株式会社 代表取締役社長兼社長執行役員 

 

７．役員等に関する事項 

役 職 氏 名 常勤・非常勤の別 担当職務・現職 

理事長 増田 賢一朗 常勤  

専務理事 菊地 耕太郎 常勤 事務局長兼務 

理事 中村 雅範 非常勤 公益財団法人さいたま市産業創造財団 理事長 

理事 小谷野 和博 非常勤 埼玉県中小企業団体中央会 会長 

理事 池上 正信 非常勤 一般社団法人埼玉県経営合理化協会 会長 

理事 江原 貞治 非常勤 埼玉県商工会連合会 会長 

理事 石井 昭彦 非常勤 国立大学法人埼玉大学 理事・副学長 

理事 秋友 一広 非常勤 公益財団法人埼玉県産業振興公社 理事長 

理事 橋元 健 非常勤 一般社団法人埼玉県経営者協会 会長 

監事 江本 尚浩 非常勤 税理士法人 江本＆ﾊﾟｰﾄﾅｰｽﾞ 代表社員 

監事 星野 雅志 非常勤 りそな総合研究所株式会社 執行役員 

 

 ８．職員に関する事項 

 

 

 

 

 

 

 

 職員数 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数 

男子  １０名      ＋１ ５６歳 ６ケ月  ７年 ７ケ月 

女子   ５名       ＋１ ５６歳１０ケ月 １２年 １ケ月 

合計・平均  １５名       ＋２ ５６歳 ７ケ月 ９年 １ケ月 
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Ⅱ 事業の状況 

 

 １．事業の実施状況及びその成果（事業活動） 

   第６２事業年度においては、「民による公益活動の増進」の観点から、公益認定等ガイド

ラインに則り、埼玉県の地域経済及び産業の健全な発展に貢献することを目的とし、経済調

査事業、地域コンサルティング事業、産業振興事業、教育指導事業について推進した。 

 

 

（１）経済調査事業 

① 企業動向調査 

［定例調査］ 

・産業動向調査       … 令和 7年 4月、10月 

・企業経営動向調査     … 令和 7年 5月、8月、11月、令和 8年 2月 

・設備投資動向調査     … 令和 7年 8月、令和 8年 2月 

・ボーナス支給状況調査   … 令和 7年 8月、令和 8年 2月 

・雇用動向調査       … 令和 7年 11月 

・新卒者採用状況調査    … 令和 7年 5月 

・賃金改定状況調査     … 令和 7年 5月 

・2025年企業経営見通し調査 … 令和 8年 2月 

［その他調査］ 

・トランプ政権の関税政策の影響についての調査   … 令和 7年 8月 

・採用状況についてのアンケート調査  … 令和 7年 11月 

・「DX」、「生成 AI」への取り組みについてのアンケートの調査  … 令和 7年 11月 

 

② 埼玉県経済の現状と先行き 

・埼玉県経済の現状と先行き … 令和 7年 6月、12月 

 

③ 雑誌編集等の受託調査事業 

・「埼玉りそな経済情報」企画編集  … 毎月 

・「日本の中の埼玉（経済情報誌別冊）」 企画編集 … 令和 7年 12月 
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④ 埼玉県産業経済動向懇談会の開催  

・目  的 … 埼玉県経済動向の情報交換 

・開 催 月 … 令和 7年 4月、6月、8月、10月、12月、令和 8 年 2月 

・参加団体 … メンバー１２機関 

財務省関東財務局、経済産業省関東経済産業局、日本銀行、埼玉県 

埼玉労働局、埼玉県産業振興公社、埼玉県信用保証協会、埼玉県商工会連合会 

埼玉県中小企業団体中央会、東京電力パワーグリッド㈱埼玉総支社 

埼玉りそな銀行、埼玉りそな産業経済振興財団 

⑤ その他 

 ○講師派遣等 ： 委員派遣（埼玉県景気動向指数懇話会） １件 

○経済講演等 ： １件                   単位：千円（消費税除き） 

 案件名 委託者 金額 備考 

1 新年会ｾﾐﾅｰ(2026年日本経済の展望/価格転嫁交渉支援ﾂｰﾙ活用） 三郷りそな会 50 実施日：2026/1/15 

                 合   計    

 

（２）地域コンサルティング事業 

① 埼玉県、県内市町村及び関連機関からの調査研究等受託業務 

・受託件数 ：１１件（明細下表）                 単位：千円（消費税除き） 

 案件名 委託者 金額 備考 

1 戸田市第 5次総合振興計画後期基本計画策定業務 戸田市 6,729 令和 6年 3月～令和 8 年 3月 

2 第 3 次朝霞市男女平等推進行動計画策定業務委託 朝霞市 3,148 令和 6年 7月～令和 8 年 3月 

3 令和 6年度さいたま市企業誘致による経済波及効果等調査業務 さいたま市 625  

4 令和 7年度伊奈町農業戦略アドバイザリー業務委託 伊奈町 1,700  

5 令和 7年度岩槻まちづくりマスタープラン推進業務 さいたま市 2,545  

6 大宮盆栽振興ビジョン・ミッションの達成に向けた地域連携コーディネート業務 さいたま市 727  

7 川口市令和 7 年度市民意識調査業務委託 川口市 632  

8 価格交渉に役立つ各種支援ツールの改修及び機能追加業務 埼玉県 1,340  

9 所沢市地域経済動向調査業務委託 所沢市 1,890  

10 埼玉県サステイナブル企業認証制度運用業務委託 埼玉県 2,440 (株)地域デザインラボさいたまから再委託 

11 第６次吉川市総合振興計画後期基本計画等策定支援業務委託 吉川市 1,318 令和 8年 1月～令和 9 年 3月 

                 合   計  23,094  
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② 岩槻まちゼミ実行委員会事務局業務 

    令和 7年度受託事業「令和 7年度岩槻まちづくりマスタープラン推進業務」において、岩

槻駅周辺地域の活性化に向けた活動支援として、岩槻まちゼミ実行委員会事務局を運営し、

第 7回及び第 8回岩槻まちゼミを開催。 

〇第 7回 岩槻まちゼミ 

・開 催 日：令和 7年 7月 25日（金）～令和７年 9月 7日（日） 

・参加企業数：41 社 

・講 座 数：43 講座 

・参 加 者：631 人 

〇第 8回 岩槻まちゼミ 

・開 催 日：令和 8年 2月 27日（金）～令和 8年 4月 5日（日） 

・参加企業数：45社 

・講 座 数：48講座 

 

③ 地域経済産業動向を踏まえた自主研究（１） 

令和 7 年度に大宮盆栽村開村 100 周年を迎えた中、大宮盆栽協同組合などへのサポート

を通じ、大宮盆栽振興の支援を自主事業として行うことで、地域貢献に資する活動を行った。 

 

④ 地域経済産業動向を踏まえた自主研究（２） 

     社会課題や地域的な課題に対し、各研究員が独自に調査・研究を行い、「地域研究レポー

ト」として「埼玉りそな経済情報」の令和 7年 8月号～9月号、12月号、令和 8年 2月号に

掲載した。 

  また､掲載した各レポートを冊子としてまとめた「地域研究レポート集」を令和 8 年 3 月

に発行した。  

 

 ⑤ 価格転嫁支援ツール関連の取組み 

価格転嫁支援ツールの活用促進を目的に、諸団体における講演、金融機関職員向け研修等

を実施した。価格転嫁の重要性やツールの具体的な活用方法を解説し、地域企業の適正な価

格転嫁と経営改善の支援に取り組んだ。 

・諸団体向け研修：4 件（日弁連、三郷りそな会、第一経営（会計事務所）、労使会議） 

・金融機関職員向け研修：5 件（埼玉りそな銀行職員（計 4 回）、富山県金融機関職員） 
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⑥ 自治体職員向け EBPM研修講師対応 

自治体職員を対象に EBPM（証拠に基づく政策立案）研修を実施した。データや客観的根

拠を活用した政策形成の重要性や分析手法を解説し、地域課題の把握と効果的な施策立案に

向けた職員の政策形成能力の向上を図った（幸手市、朝霞市（2 回））。 

 

（３）産業振興事業 

① 産学官連携推進事業 

○埼玉大学との産学官連携セミナー開催 

     ・テーマ「持続的成長をサポートする研究最前線」 

・開催日：令和 8年 1月 30日（金） 

・会 場：埼玉大学 

・主 催：当財団  

・共 催：埼玉大学 りそな中小企業振興財団 

〇ＩＪＩＥ事業化推進機関としての活動 

 ・Inland Japan Innovation Ecosystem(IJIE)の事業化推進機関に就任し、 

大学発のスタートアップ創出に関する支援業務を行った。 

    

② 産業振興支援事業 

ⅰ）産業振興支援に関する研究会等の実施 

○ 伊奈町農業戦略アドバイザリー業務 

      ・他自治体で行っている新規就農希望者への支援事業に関する調査（埼玉県農林部、 

県内市町村、ＪＡ、農林振興センターでのヒアリング調査） 

      ・伊奈町産野菜・果樹の魅力発信（伊奈町産の梨を認可保育園の給食に提供） 

      ・伊奈町産野菜・果樹を活用した６次産業化に関する提案書の作成 

     ・伊奈町の飲食店へのヒアング調査（伊奈町産の野菜・果樹の活用等） 

 

ⅱ）その他 

○ 彩の国工場一覧作成支援 

 ・「令和８年度版 彩の国工場マップ」の作成 

（埼玉県産業労働部産業支援課発行  協力：当財団） 

 

 



- 7 - 

 

（４）教育指導事業 

「経営者セミナー２０２５」 持続的成長に向けて 

全４講の開催 

会 場：大宮ソニックシティ 国際会議室 

参加申込み：  １２２名 

 

第１講 令和 7年１１月２１日（金）   

Ｂ.ＬＥＡＧＵＥチェアマン 島田 慎二 氏 

「 ピンチをチャンスに 」 

 

第２講 令和７年１２月１７日（水） 

第一生命経済研究所 シニアエグゼクティブエコノミスト 

  新家 義貴 氏 

「 ２０２６年内外経済・市場動向 」 

 

第３講 令和８年１月２３日（金） 

    俳優  賀来 千香子 氏 

「 繋がる心で、豊かな輝きを 

～楽しみながら、自分を大事に～ 」 

 

第４講 令和８年２月１８日（水）   

歴史家・作家  加来 耕三 氏 

「 豊臣兄弟に学ぶ ～人を巻き込む力～ 」 

 

 ２．資金調達の状況 

   該当なし 

 

 ３．重要な契約等の締結 

   該当なし 
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４．本事業年度及び直前３事業年度の財産及び損益の状況    （単位：千円） 

事業年度 
令和 5 年 3 月期 

（令和 4 年度） 

令和 6 年 3 月期 

（令和 5 年度） 

令和 7 年 3 月期 

（令和 6 年度） 

令和 8 年 3 月期 

（令和 7 年度） 

経常収益計 43,585 54,062 65,084 50,550 

当期一般正味

財産増減額 
0 0 0 0 

資産合計 335,321 341,437 347,831 337,507 

負債合計 6,611 12,726 19,120 8,796 

正味財産 328,710 328,710 328,710 328,710 

                           

 ５．評議員会、理事会等に関する事項 

 

  （１）第４３回理事会 

     開催年月日 ： 令和７年５月２３日 

     開 催 場 所 ： 大宮ソニックシティビル８０４号会議室 

     出 席 者 ： 理事６名、監事２名 

    【決議事項】 

     第１号議案 第６１事業年度 事業報告及び決算承認の件 

     第２号議案 第１６回定時評議員会の招集の件 

    【報告事項】 

     １．第４４回理事会について 

     ２．第６１及び６２事業年度 業務執行報告について 

 

  （２）第１６回定時評議員会 

     開催年月日 ： 令和７年６月９日 

     開 催 場 所 ： 大宮ソニックシティビル８０４号会議室 

     出 席 者 ： 評議員４名、理事２名、監事２名 

    【決議事項】 

     第１号議案 第６１事業年度 計算書類等の承認の件 

     第２号議案 理事・監事の選任の件 

    【報告事項】 
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     １．第６１事業年度 事業報告について 

     ２．第６２事業年度 事業計画及び予算について 

 

  （３）第４４回理事会 

     開 催 方 法 ： 決議の省略の方法 

     理事会決議があったものとみなされた日 ：令和７年６月９日 

    【決議事項】 

     第１号議案 専務理事の選定の件 

     出 席 等 ： 提案書に対し、理事９名全員の書面による同意の意思表示及び 

             監事２名全員から異議がないことの意思表示を得た日をもって、 

理事会の決議があったものとみなされた。 

 

（４）第４５回理事会 

     開催年月日 ： 令和８年３月１６日 

     開 催 場 所 ： 大宮ソニックシティビル７０３号会議室 

     出 席 者 ： 理事８名、監事１名 

    【決議事項】 

     第１号議案 第６３事業年度 事業計画及び予算承認の件 

     第 2 号議案 第１７回評議員会の開催の件 

    【報告事項】 

１． 第４６回理事会について 

２． 第６２事業年度 業務執行報告について 

 

 ６．公益法人としての運営体制の充実をはかるための取組 

    １．当財団の理事９名・監事２名の内、出捐者である埼玉りそな銀行関係者は理事２名 

のみであり、他は全て外部理事・監事という体制となっている。外部理事には埼玉 

県を代表する経済団体の代表方に就任いただいている。 

２．外部理事・監事には、毎月当財団が企画・編集している「埼玉りそな経済情報」を 

郵送、また当財団主催の「経営者セミナー」に招聘するなど、当財団の活動内容の 

周知に努めている。 
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Ⅲ 株式等を保有している場合の概要 

   該当なし 

 

Ⅳ 決算期後に生じた法人の状況に関する重要な事実 

   該当なし 

 

Ⅴ 事業報告の附属明細書 

   理事、監事の兼職状況については、事業報告２ページに記載しております。 

以上 



(単位：円）

科 目 当  年  度 前  年  度 増      減

Ⅰ　資　　産　　の　　部

1.  流　 動　 資　 産

現 金 預 金 19,452,489 11,150,315 8,302,174 

未 収 金 16,622,271 33,976,800 △ 17,354,529 

  流   動   資   産   合   計 36,074,760 45,127,115 △ 9,052,355 

2.  固　  定　  資　  産

     (1)  基   本   財   産

基 本 財 産 積 立 預 金 50,000,000         50,000,000         0 

投 資 有 価 証 券 250,000,000       250,000,000       0 

普 通 預 金 0 0 0 

   基　 本 　財　 産　 合　 計 300,000,000       300,000,000       0 

     (2)  特   定   資   産

   特　 定 　資　 産　 合　 計 0 0 0 

     (3) そ の 他 の 固 定 資 産

什 器 備 品 705,632             1,081,013           △ 375,381 

ソ フ ト ウ エ ア 69,066 91,466 △ 22,400 

保 証 金 657,800             1,532,080           △ 874,280 

  そ の 他 の 固 定 資 産 合 計 1,432,498           2,704,559           △ 1,272,061 

  固　 定　 資　 産    合　 計 301,432,498       302,704,559       △ 1,272,061 

   資　　 産　　 合　 　計 337,507,258       347,831,674       △ 10,324,416 

Ⅱ　負　　債　　の　　部

1.  流　動　負　債

未 払 金 8,569,448 17,557,664 △ 8,988,216 

預 り 金 0 0 0 

未 払 消 費 税 等 227,000 1,563,200 △ 1,336,200 

未 払 法 人 税 等 0 0 0 

流  動  負  債  合  計 8,796,448 19,120,864 △ 10,324,416 

2.  固　定　負　債

  固　定  負  債　合　計 0 0 0 

   負　　債　　合　　計 8,796,448 19,120,864 △ 10,324,416 

Ⅲ　正　味　財　産　の　部

1.  指 定 正 味 財 産

      指 定 正 味 財 産 合 計 0 0 0 

2.  一 般 正 味 財 産 328,710,810       328,710,810       0 

(うち基本財産への充当額) (300,000,000) (300,000,000) (0)

(うち特定資産への充当額) (0) (0) (0)

 正 味 財 産 合 計 328,710,810       328,710,810       0 

負債及び正味財産合計 337,507,258       347,831,674       △ 10,324,416 

　　　　　　　　　　　　令和8年3月31日現在
Ⅵ.　貸　  　借　  　対　  　照　  　表
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(単位：円）

科 目 当  年  度 前  年  度 増      減

Ⅰ  一般正味財産増減の部
1.  経  常  増  減  の  部

      (1)   経　  常　  収 　 益
         ① 基 本 財 産 運 用 益

基 本 財 産 受 取 利 息 977,000 504,501 472,499 
         ② 事 業 収 益

経 済 調 査 事 業 収 益 23,472,251 21,080,612 2,391,639 
地域ｺﾝｻﾙﾃｲﾝｸﾞ事業収益 23,094,092 40,237,637 △ 17,143,545 
産 業 振 興 事 業 収 益 0 0 0 
教 育 指 導 事 業 収 益 2,420,000 2,665,000 △ 245,000 

           事   業   収   益   計 48,986,343 63,983,249 △ 14,996,906 
　　　　③ 雑  収  益

受 取 利 息 55,545 13,453 42,092 
雑 収 益 531,138 583,780 △ 52,642 

           雑　　収　　益　　計 586,683 597,233 △ 10,550 
           経  　常  　収　  益　 計 50,550,026 65,084,983 △ 14,534,957 
      (2)   経  　常 　 費  　 用

      ① 事    業    費
給 与 手 当 12,530,038 21,121,534 △ 8,591,496 
臨 時 雇 賃 金 0 0 0 
法 定 福 利 費 636,076 667,333 △ 31,257 
旅 費 交 通 費 753,103 979,958 △ 226,855 
通 信 運 搬 費 6,256,633 7,117,046 △ 860,413 
什器 備品 ・ｿﾌﾄｳｴ ｱ減 価償 却費 330,120 452,034 △ 121,914 
消 耗 品 費 157,037 297,470 △ 140,433 
印 刷 関 連 費 18,506,004 18,325,452 180,552 
会 場 使 用 料 747,598 445,454 302,144 
諸 謝 金 3,197,865 3,498,592 △ 300,727 
租 税 公 課 24,000 44,706 △ 20,706 
支 払 負 担 金 0 0 0 
業 務 委 託 費 1,525,680 5,134,030 △ 3,608,350 
新 聞 図 書 費 592,548 632,805 △ 40,257 
研 究 費 2,490,668 2,920,915 △ 430,247 
修 繕 費 21,600 0 21,600 
雑 費 130,197 226,226 △ 96,029 

　　　　　事　　業　　費　　計 47,899,167 61,863,555 △ 13,964,388 
      ② 管    理    費

給 与 手 当 0 19,880 △ 19,880 
役 員 報 酬 等 155,918 155,918 0 
法 定 福 利 費 等 246,354 269,793 △ 23,439 
会 議 費 34,964 33,956 1,008 
旅 費 交 通 費 130,515 157,726 △ 27,211 
通 信 運 搬 費 282,461 128,777 153,684 
什 器 備 品 減 価 償 却 費 67,661 89,334 △ 21,673 
消 耗 品 費 204,882 296,248 △ 91,366 
印 刷 関 連 費 169,768 181,371 △ 11,603 
賃 借 料 120,000 120,000 0 
業 務 委 託 費 493,920 918,920 △ 425,000 
租 税 公 課 20,570 20,260 310 
支 払 負 担 金 372,284 358,540 13,744 
新 聞 図 書 費 42,753 20,979 21,774 
研 究 費 25,000 68,101 △ 43,101 
修 繕 費 5,400 0 5,400 
雑 費 278,409 381,625 △ 103,216 

　　　　　管　　理　　費　　計 2,650,859 3,221,428 △ 570,569 
           経   常   費　用   計 50,550,026 65,084,983 △ 14,534,957 
              当  期  経  常  増  減  額 0 0 0 
   2.  経  常  外  増  減  の  部
     (1)   経  常  外  収  益
            経  常  外  収  益  計 0 0 0 
     (2)   経  常 外  費  用

什 器 備 品 除 却 損 0 0 0 
            経  常  外  費  用  計 0 0 0 
              当  期  経  常  外  増  減  額 0 0 0 
              当 期 一 般 正 味 財 産 増 減 額 0 0 0 
              一 般 正 味 財 産 期 首 残 高 328,710,810 328,710,810 0 
              一 般 正 味 財 産 期 末 残 高 328,710,810 328,710,810 0 
Ⅱ  指 定 正 味 財 産 増 減 の 部
              当 期 指 定 正 味 財 産 増 減 額 0 0 0 
              指 定 正 味 財 産 期 首 残 高 0 0 0 
              指 定 正 味 財 産 期 末 残 高 0 0 0 
Ⅲ  正 味 財 産 期 末 残 高 328,710,810 328,710,810 0 

Ⅶ．　正 　味 　財　 産　 増　 減　 計　 算 　書
　　　　　　　　　　　      令和7年4月1日から令和8年3月31日まで
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(単位：円）

科 目 公益目的事業会計 法人会計 合　計

Ⅰ  一般正味財産増減の部
1.  経  常  増  減  の  部

      (1)   経　  常　  収 　 益
         ① 基 本 財 産 運 用 益

基 本 財 産 受 取 利 息 977,000 977,000 
         ② 事 業 収 益

経 済 調 査 事 業 収 益 23,472,251 23,472,251
地域ｺﾝｻﾙﾃｲﾝｸﾞ事業収益 20,443,233 2,650,859 23,094,092
産 業 振 興 事 業 収 益 0 0
教 育 指 導 事 業 収 益 2,420,000 2,420,000

           事   業   収   益   計 46,335,484 2,650,859 48,986,343
　　　　③ 雑  収  益

受 取 利 息 55,545 55,545
雑 収 益 531,138 531,138

           雑　　収　　益　　計 586,683 586,683
           経  　常  　収　  益　 計 47,899,167 2,650,859 50,550,026
      (2)   経  　常 　 費  　 用

      ① 事    業    費
給 与 手 当 12,530,038 12,530,038
臨 時 雇 賃 金 0 0
法 定 福 利 費 636,076 636,076
旅 費 交 通 費 753,103 753,103
通 信 運 搬 費 6,256,633 6,256,633
什器備品・ソフトウェア減価償却費 330,120 330,120
消 耗 品 費 157,037 157,037
印 刷 関 連 費 18,506,004 18,506,004
会 場 使 用 料 747,598 747,598
諸 謝 金 3,197,865 3,197,865
租 税 公 課 24,000 24,000
支 払 負 担 金 0 0
業 務 委 託 費 1,525,680 1,525,680
新 聞 図 書 費 592,548 592,548
研 究 費 2,490,668 2,490,668
修 繕 費 21,600 21,600
雑 費 130,197 130,197

　　　　　事　　業　　費　　計 47,899,167 47,899,167 
      ② 管    理    費

給 与 手 当 0 0
役 員 報 酬 等 155,918 155,918
法 定 福 利 費 等 246,354 246,354
会 議 費 34,964 34,964
旅 費 交 通 費 130,515 130,515
通 信 運 搬 費 282,461 282,461
什 器 備 品 減 価 償 却 費 67,661 67,661
消 耗 品 費 204,882 204,882
印 刷 関 連 費 169,768 169,768
賃 借 料 120,000 120,000
業 務 委 託 費 493,920 493,920
租 税 公 課 20,570 20,570
支 払 負 担 金 372,284 372,284
新 聞 図 書 費 42,753 42,753
研 究 費 25,000 25,000
修 繕 費 5,400 5,400
雑 費 278,409 278,409

　　　　　管　　理　　費　　計 2,650,859 2,650,859 
           経   常   費　用   計 47,899,167 2,650,859 50,550,026 
              当  期  経  常  増  減  額 0 0 0 
   2.  経  常  外  増  減  の  部
     (1)   経  常  外  収  益
            経  常  外  収  益  計 0 0 0 
     (2)   経  常 外  費  用

什 器 備 品 除 却 損 0 0 0 
            経  常  外  費  用  計 0 0 0 
              当  期  経  常  外  増  減  額 0 0 0
              当 期 一 般 正 味 財 産 増 減 額 0 0 0
              一 般 正 味 財 産 期 首 残 高 - - 328,710,810 
              一 般 正 味 財 産 期 末 残 高 - - 328,710,810 
Ⅱ  指 定 正 味 財 産 増 減 の 部
              当 期 指 定 正 味 財 産 増 減 額 0 0 0 
              指 定 正 味 財 産 期 首 残 高 - - 0 
              指 定 正 味 財 産 期 末 残 高 - - 0 
Ⅲ  正 味 財 産 期 末 残 高 - - 328,710,810 

正 味 財 産 増 減 計 算 書 内 訳 表
　　　　　　　　　　　      令和7年4月1日から令和8年3月31日まで
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1. 重要な会計方針

（1）有価証券の評価基準及び評価方法について

　  満期保有目的の債券については、償却原価法(定額法)によっております。

（２）固定資産の減価償却の方法について

　  その他の固定資産（什器備品）の減価償却は、定率法により実施しております。
　  その他の固定資産（ソフトウエア）の減価償却は、定額法により実施しております。

（3）消費税等の会計処理について

　  消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

2. 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

    基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりであります。
(単位：円)

科　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
基本財産

基 本 財 産 積 立 預 金 50,000,000   0 0 50,000,000   
投 資 有 価 証 券 250,000,000 0 0 250,000,000 
普 通 預 金 0 0 0 0 

小　　　計 300,000,000 0 0 300,000,000 

特定資産 0 0 0 0 
小　　　計 0 0 0 0 
合　　　計 300,000,000 0 0 300,000,000 

3. 基本財産及び特定資産の財源等の内訳

　 基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりであります。
(単位：円)

　　（うち指定 　　（うち一般 　　（うち負債
正味財産か 正味財産か に対応する
らの充当額） らの充当額）    額）

基本財産
基 本 財 産 積 立 預 金 50,000,000   （0） (50,000,000) （0）
投 資 有 価 証 券 250,000,000 （0） (250,000,000) （0）

小　　　計 300,000,000 （0） (300,000,000) （0）

特定資産 0 （0） （0） （0）
小　　　計 0 （0） （0） （0）
合　　　計 300,000,000 （0） (300,000,000) （0）

4. 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は次のとおりであります。
(単位：円)

科         目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高
 什 器 備 品 3,707,395     3,001,763 705,632 
ソフトウエア 112,000       42,934 69,066 

合　計 3,819,395     3,044,697 774,698 

5. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額､時価及び評価損益

   満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額､時価及び評価損益は､次のとおりであります｡
(単位：円)

科目 帳簿価額 時価 評価損益
埼玉県30年3回公募公債 100,000,000 97,220,000   △ 2,780,000 
埼玉県令和4年5回公募公債 100,000,000 98,250,000   △ 1,750,000 
埼玉県令和6年5回公募公債 50,000,000   45,345,000   △ 4,655,000 

合　　　計 250,000,000 240,815,000  △ 9,185,000 

財 務 諸 表 に 対 す る 注 記

科　　目 当期末残高
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１．基本財産及び特定資産の明細

　基本財産及び特定資産の明細については、財務諸表に対する注記に記載しております。

以　上

Ⅷ． 貸借対照表及び正味財産増減計算書に係る附属明細書
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(単位：円)

場所・物量等 使用目的等 金額

(流動資産)

現金預金 普通預金　 運転資金として 19,452,489

埼玉りそな銀行浦和中央支店

未収金 朝霞市 第3次朝霞市男女平等推進行動計画策定業務委託 3,462,800

伊奈町 令和7年度伊奈町農業戦略アドバイザリー業務委託 1,870,000

さいたま市 令和7年度岩槻まちづくりマスタープラン推進業務 2,799,500

さいたま市 大宮盆栽振興ﾋﾞｼﾞｮﾝ・ﾐｯｼｮﾝの達成に向けた地域連携ｺｰﾃﾞｲﾈｰﾄ業務 799,700

埼玉県 価格交渉に役立つ各種支援ﾂｰﾙの改修及び機能追加業務委託 1,474,000

所沢市 所沢市地域経済動向調査業務委託 2,079,000

㈱地域デザインラボさいたま埼玉県サステイナブル企業認定制度運用業務 2,684,000

吉川市 第6次吉川市総合振興計画後期基本計画等策定支援業務委託 1,450,000

浦和税務署 未収還付源泉所得税 3,271

<未収金計> 16,622,271

36,074,760

(固定資産)

基本財産 基本財産積立預金 定期預金 公益目的保有財産であり、運用益を公益目的事業 50,000,000

埼玉りそな銀行さいたま営業部 の財源に使用している。

投資有価証券 埼玉県公募公債 平成30年3回 満期保有目的で保有し、運用益を公益目的事業の 250,000,000

令和4年5回、令和6年5回 財源に使用している。

<基本財産計> 300,000,000

その他固定資産 什器備品 ｻｰﾊﾞｰ､複写機､複写機FAX兼用機 公益目的事業、管理業務で共用している。 114,184         

什器備品 会議室兼応接セット 公益目的事業、管理業務で共用している。 475,059         

什器備品 PC1台 公益目的事業、管理業務で共用している。 36,591

什器備品 PC1台 地域コンサルテイング事業で使用している。 37,099

什器備品 液晶デｲスプレイ・スタンド 公益目的事業、管理業務で共用している。 42,699

ソフトウエア 季節調整ソフト 経済調査事業で使用している。 69,066

保証金 吉川市 地域コンサルテイング事業に関する契約保証金。 657,800

301,432,498

337,507,258

（流動負債）

未払金 埼玉りそな銀行 令和7年度銀行支給給与の一部返戻分 8,569,448

<未払金計> 8,569,448

未払消費税等 浦和税務署 令和7年度納税分 227,000

8,796,448

0

8,796,448

328,710,810

流動資産合計

　　　資産合計

Ⅸ．財　産　目　録

　　　負債合計

　　　正味財産

　　　　　　　        　 　(令和8年3月31日現在)

流動負債合計

固定負債

固定資産合計

貸借対照表科目
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